	都市計画法第５３条等に関する申告書※
	１ 提出年月日
	　　年　　月　　日

	２ 建築主の住所および氏名
	住所

氏名
	受　付　印
	

	３ 建築物の敷地の所在および地番
	我孫子市
	
	

	４ 設計者の住所、氏名および電話番号
	住所

氏名　　　　　　　　　　　　　℡
	
	

	５ 地域地区等
	用途地域等

（該当するもの全てを囲むこと。）
	市街化区域
一低専　　二低専　　一中高　　二中高

一住　　　二住　　　準住　　　田住
近商　　商業　　準工　　工業　　工専

市街化調整区域
	６ 建築物用途
	（詳細に）

（共同住宅等の場合は戸数　　　戸）
	階数
	地上　　階

	
	
	
	
	
	
	地下　　階

	
	
	
	
	
	建築物の高さ

ｍ

	
	防火地域
	防火　準防火　なし
	高度地区
	第一種　第二種　なし
	
	
	

	７ 主要部の構造
	Ａ　木　造
Ｂ　鉄骨造
Ｃ　ＲＣ造
Ｄ　その他
（　　　　）
	８ 建築の区分
	Ａ　新築

Ｂ　改築

Ｃ　増築

Ｄ　移転
	９ 面積等
	
	申請部分
	申請以外の部分
	合計
	建蔽率
	容積率

	
	
	
	
	
	敷地面積
	
	
	㎡
	
	

	
	
	
	
	
	建築面積
	㎡
	㎡
	㎡
	％
	

	
	
	
	
	
	延べ面積
	㎡
	㎡
	㎡
	
	％

	　　内に含まれているか

10都市計画施設の区域
	Ａ　敷地および建築物ともに含まれていない。
	　区域内に含まれているか

11市街地開発事業の施行
	Ａ　敷地および建築物ともに含まれていない。

	
	Ｂ　敷地は含まれているが、建築物は含まれていない。
都市計画施設名

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	
	Ｂ　敷地は含まれているが、建築物は含まれていない。
市街地開発事業名

（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	Ｃ　敷地および建築物ともに含まれている。

　　都市計画施設名

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	
	Ｃ　敷地および建築物ともに含まれている。

　　市街地開発事業名

（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	12

１０－Ｃまたは１１－Ｃに該当している場合、当該建築行為の内容　
	Ａ　　都市計画法施行令第３７条で定める軽易な行為

Ｂ　　非常災害のため必要な応急措置として行う行為

Ｃ　　都市計画事業の施行として行う行為

Ｄ　　Ｃに準ずる行為として都市計画法施行令第３７条の２で定める行為

Ｅ　　都市計画法施行令第３７条の３で定める行為

Ｆ　　都市計画法第５３条第２項で定める行為

Ｇ　　都市計画事業の認可を受けた事業地内で行う行為

Ｈ　　上記以外の行為

	確　　認　　欄
	53条の区域
	ア　１０－Ａ，Ｂまたは１１－Ａ，Ｂ　→　都市計画法第５３条の規定に無関係

イ　１２－Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄ，Ｅ　→　別途都市計画法第５３条に関する市長の証明を受ける必要がある。

ウ　１２－Ｆ　→　都市計画法第５３条第２項に基づく協議が必要である。

エ　１２－Ｇ　→　都市計画法第５３条第３項に基づき、同法第５３条第１項の規定は適用しない。

オ　１２－Ｈ　→　都市計画法第５３条第１項の許可を受ける必要がある。

	
	地区計画の区域
	該　当
	･つくし野西地区

･新木駅南側地区

･つくし野５丁目地区

･つくし野北地区

･高野山宮脇地区

･高野山東地区

･緑1丁目地区

･布佐駅南側地区
・我孫子新田地区
	生産緑地地区
	該　当
	ａ　90㎡以下　　　　

（許可不要）

ｂ　90㎡超

　　　　（許可必要）
	決　裁
	決裁年月日
	係員
	係員

	
	
	
	
	
	
	
	
	　年　月　日
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	非該当
	
	非該当
	
	
	
	


※　建築主は、裏面の[記入上の注意]をよく読んで、太枠内の事項を記入し、図面を添付してください。
	[記入上の注意]

１　この申告書は、都市計画法施行規則第６０条の証明書に代えるものです。

（ただし、１２－Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄ，Ｅに該当する場合は、別途証明書が必要です。）

２　この申告書の提出にあたっては、建築主自身が　　　　　　内の事項を記入してください。

３　「５ 地域地区等」の欄は、申請敷地において該当するもの全てを○で囲んでください。

なお、用途地域の略称は次のとおりです。

一低専　→　第一種低層住居専用地域

二低専　→　第二種低層住居専用地域

一中高　→　第一種中高層住居専用地域

二中高　→　第二種中高層住居専用地域

一住　　→　第一種住居地域

二住　　→　第二種住居地域

準住　　→　準住居地域

近商　　→　近隣商業地域

商業　　→　商業地域

準工　　→　準工業地域

田住　　→　田園住居地域
工業　　→　工業地域
工専　　→　工業専用地域

４　「７ 主要部の構造」および「８ 建築の区分」は、該当するアルファベットを○で囲んでください。

５　提出部数　……　正１部、副１部の合計２部です。

６　添付図面

（１）位置図　……　１／２５００地形図（申請敷地をプロットしてください。）

（２）配置図　……　１／２００程度※

※ただし、配置図は、申請敷地が複数の用途地域にまたがる場合、または申請敷地の一部が、都市計画施設（都市計画道路など）や市街地開発事業（土地区画整理事業など）の施行区域（事業認可を受けていない計画決定区域）などにかかる場合のみ必要です。


太　枠








